
平成24年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 まちづくり推進課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

豊後大野市における公共交通手段の確保
対
象

市民

2 1 7 118 頁 企画費 公共交通事業

事
業
概
要

　○路線バス運行補助事業・・・市民の生活交通路線の維持のために民間路線バスの運行に係る損益分に対してバス会社に補助を行っ
　　た。市内13路線、臼三線
　　　・補助先：大野竹田バス㈱
　
　○地域公共交通活性化事業・・・コミュニティバス運営協議会、地域公共交通活性化協議会の運営及びコミュニティバス・あいのりタク
　　シーの運行事業等を行った。
　　　・コミュニティバス運営協議会の開催　　　1回
　　　・地域公共交通活性化協議会の開催　　　2回
　　　・コミュニティバス路線数　　　三重町⑤　清川町⑥　緒方町⑦　朝地町⑤　大野町⑦　千歳町⑤　犬飼町④
　　　・あいのりタクシ―　　　委託先：豊後大野市タクシー協会
　　　　　運行区域：三重町及び清川町の一部（白山・西部線、南部線）
　　　・公共交通モニタリング等調査業務
　　　　　乗降調査及びアンケート調査等を実施し、軽微な路線等の見直しを行った。
　　　・コミュニティバス車両購入（JA寄附金）
　　　　　購入台数：マイクロ（29人乗り）　2台

4,865 19,100 8,646 3経常 路線バス運行補助事業
路線バス運行補助金 負担金補助

及び交付金
32,611 32,611

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

6,260 3経常 地域公共交通活性化事業
コニュニティバス運行
管理委託料 委託料 78,899 73,184 7,074 41,500 18,350

計 111,510 105,795 11,939 60,600 18,350 14,906
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２２～Ｈ２４（決算額）、Ｈ２５（予算現額） ６．H２６年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

補助路線バスの利用者数 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 －

80%

活
動
指
標

指標 a コミュニティバスの利用者数 ｂ

成
果
指
標

指標名 利用者満足度 目
標
年
度

Ｈ27

指標の設定理由

総合計画／後期基本計画において、基本施策（3-１-1）の重点施策としているた
め数値

単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

利用者満足度 ％
－ 75.1 ％

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 活動指標名

44,579 人 48,037 人

－ 93.9 ％ 103.8

83.0 ％
a

コミュニティ
バスの利用
者数

人
－

％ －

47,855 人 59,241 人

－ － －

－ －

b
補助路線バ
スの利用者
数

人
－

ｄ
－ － －

－ －

市内における均衡ある効率的な運行
－ － －

課題
c

－

105,795 112,744
前年並

うち経常経費 61,593 97,930 94,010 112,744

市地域公共交通総合連携計画に基づく実証運行の実施により、平成
26年4月の本格運行にむけ改善を行う。

決 算 額 （千円）
Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 方向性

66,093 97,930

対応（改善点等） － － －

そ の 他 5,832 5,487 18,350 6,309

理由

県　　費 14,502 16,957 10,379 7,833

今後も計画的な運行をしていく
ため。

市　　債
財
源
内
訳

国　　費 1,560 6,158

37,000 60,600 60,600 78,500

事業費に係る人件費 9,635 10,105 9,232 8,587

一般財源 8,759 14,886 14,906 13,944

うち経常 4,259 8,286 14,875 13,944

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3
地域内の効率的な運行を目的に、幹
線、枝線の視点で路線を設定してい
る

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 目的達成のために適切な手段である

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
地域の公共交通手段の確保として必
要不可欠である

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
道路運送法により地方自治体が主宰
者となり、地域の公共交通の合意形
成を図らなければならない

事業費に係る人役 2.20 2.35 2.15 1.97

着眼点 分析 分析根拠

見直し
実証運行を精査し、本格運行に向け、地域ニーズを勘案した効果的な事
業実施に努めること。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
H23年度より、市内全域で実証運行を
行っており、Ｈ26年度本格運行であ
る。

事業の方向性 評価内容

3

3
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